[タイトル]

弁済から７ないし１０日以上後の領収書交付とみなし弁済の成否
[判決裁判所]

最高裁判所
[判決日]

平成１６年７月９日

[事件番号]

平成１６年（オ）第４２４号
平成１６年（受）第４２５号
[事件名]
債務不存在確認事件（４２４号）
貸金等請求事件（４２５号）
[出典]

裁判所時報１３６７号７頁 

判例時報１８７０号１２頁 

判例タイムズ１１６３号１１３頁 

金融法務事情１７２５号４１頁 

最高裁判所裁判集民事２１４号７０９頁
[当事者名]
上告人（第１事件被告・第２事件原告・被控訴人）　株式会社甲（他２名）

対

被上告人（第１事件原告・第２事件被告・控訴人）　株式会社イッコー
[事実の概要]

貸金業の規制等に関する法律（昭和５８年法律第３２号）（以下「法」という）３条所定の登録を受けたＸ（第１事件原告・第２事件被告・控訴人・被上告人）は、平成９年６月２３日から平成１３年７月１９日までの間，Ｙ１（第１事件被告・第２事件原告・被控訴人・上告人）に対し、合計４２回の貸付け（以下、各貸付けを「貸付け１」ないし「貸付け４２」という）をしたが、貸付け１ないし３０につき完済を受け、貸付け３１ないし３９につき一定額弁済を受け（貸付け３１ないし３３については、手形決済により弁済）、貸付け４０ないし４２につき弁済を受けていない。Ｘは、貸付け１ないし３０につき、利息等を天引きしたが、貸付け３１ないし貸付け４２については、利息等の天引きをしていない。Ｘは、貸付け３４ないし３９につき、Ｙ１に対し法１７条１項に定める書面（以下「１７条書面」という）を交付しておらず、貸付け３１ないし３３につき、Ｙ１に対し弁済後７ないし１０日以上後に領収書を交付した。

本件は、Ｙ１がＸに対し，利息制限法（昭和２９年法律第１００号）１条１項所定の利息制限額を超える支払利息の部分を元本に充当した場合の、貸付け１ないし３９の弁済にかかる過払金の返還を不当利得返還請求権に基づき請求し（第１事件），ＸがＹ１並びにその保証人であるＹ２（第１事件被告・第２事件原告・被控訴人・上告人）及びＹ３（第１事件被告・第２事件原告・被控訴人・上告人）に対し貸付け４０ないし４２にかかる貸金の返還を請求した（第２事件）事案である（なお、第１事件及び第２事件については、弁論の併合がなされている）。

本件の争点は、貸付け１ないし３９にかかる弁済につき法４３条１項の適用があるか否かであり、具体的には、貸付け１ないし３０につき、（１）利息等の天引きがある場合に法４３条１項の適用があるか（争点（１））、貸付け１ないし３９につき、（２）ＸからＹ１に対し法１８条１項に規定する書面（以下「１８条書面」という）の交付があるか（争点（２））及び（３）ＸからＹ１に対し法１７条１項に規定する書面の交付があるか（争点（３））が、それぞれ争点となった。第１審は、争点（１）を否定し、争点（２）については貸付け３１ないし３３につき肯定し、貸付け１ないし３０及び貸付け３４ないし３９につき判断せず、争点（３）については貸付け１ないし３０につき判断せず、貸付け３１ないし３３につき肯定し、貸付け３４ないし３９につき否定して、貸付け１から３０に関するＹ１の請求を認容し、貸付け４０ないし４２にかかるＸの請求を棄却したが、貸付け３１から３３に関するＹ１の請求は棄却した。Ｘが控訴したが、第２審は、争点（１）を肯定し、争点（２）のうち貸付け１ないし３３につき肯定し、貸付け３４ないし３９につき判断せず、争点（３）のうち貸付け１ないし３３につき肯定し、貸付け３４ないし３９につき否定して、貸付け１ないし３３につきＹ１の請求を棄却し、貸付け４０ないし４２につきＸの請求を認容した。これを受け、Ｙ１らが上告した。
[判旨]
破棄差戻し。
Ⅰ　「貸金業者との間の金銭消費貸借上の約定に基づき利息の天引きがされた場合における天引利息については，法４３条１項の規定の適用はないと解するのが相当である（最高裁平成１５年（オ）第３８６号，同年（受）第３９０号同１６年２月２０日第二小法廷判決・民集５８巻２号４７５頁参照）。したがって，貸付け１から３０までについては，法４３条１項の規定の適用要件を欠くものというべきである。」

Ⅱ　「法１８条１項は，貸金業者が，貸付けの契約に基づく債権の全部又は一部について弁済を受けたときは，その都度，直ちに，１８条書面をその弁済をした者に交付しなければならない旨を定めている。
　そして，１７条書面の交付の場合とは異なり，１８条書面は弁済の都度，直ちに交付することが義務付けられているのであるから，１８条書面の交付は弁済の直後にしなければならないものと解すべきである（前掲最高裁平成１６年２月２０日第二小法廷判決参照）。
　前記のとおり，Ｘは，前記各弁済を受けてから７ないし１０日以上後に上告人Ｙ１に対して本件各領収書を交付しているが，これをもって，上記各弁済の直後に１８条書面を交付したものとみることはできない（なお，前記事実関係によれば，本件において，上記各弁済について法４３条１項の規定の適用を肯定するに足りる特段の事情が存するということはできない。）。したがって，貸付け３１から３３までについても，法４３条１項の規定の適用要件を欠くものというべきである。」
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